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は じ め に
わが国 において、原子力発電 の使用済み燃料の





ない。 ただ し、高知県東洋町 はわが国で初 めて文





な合意 を得 ることは、よ り困難 な状況である。そ
のため、 日本学術会議(2012)は、今 まで以上に
HLW処分 の重要性、緊急性 を国民が認識する必要
性がある と指摘 してお り、具体的に内容 ・項 目を整
理してお くことが重要である。
ここでHLW処 分の合意形 成や リスクコ ミュニ
ケーシ ョンに関する既存研究 を概観す ると、坂本
ら(2002)、雨宮 ら(2004)、谷垣(2008)、和田ら









要である」 と言及 してい る。さらに、北村(2013)
は、「HLW処分は安 全の 問題 だけでな く、環境 倫
理や世代間倫理等多 くの論点が密接 に関係す るた
め、原子力専門家だけではなく、多様な専 門家やス
テークホルダーと連携 した問題解決を進めることは
必然」 としている。 しか しなが ら、HLW処分の現
状および問題を多様な立場からどのように捉 えてい






以上 のことか ら、本研 究では、専 門家お よびス
テークホルダーといった立場からの見え方の違いを
把握す るために、HLW処 分場選定に関 して検討 を
お こなった東洋町の事 例 を取 り上げ、専 門家お よ
びステークホル ダーか らみた国民が認識す る上 で







ついて専 門家およびステ ークホルダーの意識 を探




本章 では、HLW処分の議論 の場において専 門家





2010、公聴 ・広報ア ドバ イザ リー、2012)、日本学











ンリー ダー」、「活動 グルー プ」、「マスメディア」、
「地元の若者」の7分 類Hノに整理 した。
2.専門家およびステー クホルダーか ら











事(田 坂:日 経 ビジネスon　Llne、2013、福井新聞、
2013)から、具体的な内容(45個)を 抽出しだエユ)。






HLW処分の現状お よび問題点を整理 したll項 目
の重要性および重要視する内容(45個)、また項 目
間の影響関係について把握するため、東洋町の事例












ダー(1章で設定 した7分 類)の17名 を調査対象王4}
としてHLW処 分の現状お よび問題点 を整理 したll
項 目45個の内容(2章 お よび4章)に 関す るアン
ケー トを実施 した。その結果、11名か ら調査協力










































w目、 口工 云 畠「云 、 呈 物 は
・東洋町の住民、当時反対派の代表
・w日、局 耳のHLW几 分の 旦当言









※ 有効10票 、無効1票 、返信 な し6・名
(学識経験者112票、産業界112票、行 政3/5票、
オ ピニオ ン リータし112票、店動 グル ー プ112票、
マ スメデ ィア212票、地元 の若者1!2票)








調査内容は、 まずHLW処 分の現状お よび問題点
を国民が認識す るために重要 と考える内容を把握す
ることを目的と して、各項 目内において重要 と考え











り、個人または集 団が知覚 している問題項 目、項




例えば、豊 田 ら(2003)は、原子力 発電所 トラ
ブル隠しの背景、要因の分析を実施 し、全体像を把
握することで、本 質的要因を抽出 している。いずれ
の研究 も、本研究で いう専門家お よびス テー クホ
ルダーに相当する大 きな影響力を持つ人 々が何を考
え、問題 と して いるのかを探るため に用い られて
いる。
4.専門家お よび ステークホル ダーの問
題認識の構造
ここでは、HLW処分の現状お よび問題 点 として
整理 した11項 目の重要性 および重 要視す る内容
(45個)に対す る専 門家およびステー クホルダーの
認識 とその構造を明 らかにする。そのために、国民
が認識する上で重要 と考える項 目、 また重要視する
内容について専 門家およびステークホルダーの意識










の特徴 を見出すほうが望 ましい」 としている。
そ こで、回答者のグループ分 けを行うにあた り、
東洋町の事例 における当事者間の関係性(西 郷 ら、
2010、菅原 ら、2010)を考慮 した結果、「賛成、反
対の対立関係」、「情報を提供する側、情報を取得す
る側の関係」に大別で きると した。 また、専門家お
よびステークホルダーの認識の共有 に向けた議論 を
行 うにあた り、情報を通 じて議論が交わされると考
えられることから、情報を提供する側(以 下、提供




プ、マスメディア、地元の若者 と分類 し、分析 ・考
察を行 う。
(2)回答の得点化
調査で は、HLW処分の現状お よび問題点に対 し
て国民が認識することの重要性 を 「極めて重要」「重
要」「やや重要」「あまり重要でない」「重要でない」
の5段 階で回答 してもらった。 これ らを定量化す
るため、「極めて重要」を5点 、「重要」を4点 、「や


























































































































































































































個)の 中か ら、最 も重要 と考える内容を5つ 選択 し
てもらった。ここでも定量化するにあた り、「重要」
を1点 、「最 も重要」を2点 として算出 した。そ し
て、提供側 と取得側問において認識が異 なる内容を
「提供側が重要視する内容」 と 「取 得側が重要視す
る内容」の2つ のタイプ、また提供側 と取得側問に










提供側は、表一2に示す とお り 「1処分事業」、次い
で 「2.発生 と処分」 となってお り、取得側は、「1
処分事業」お よび 「5安全性」 となる。




た。さらに、 この 「1.処分事業」の中で最 も重要視
する内容 をみる と(表一3)、提供側 は 「1-1処分施
設建設まで に至 る選定手川頁について(2点)」となる。
一方、取得側 は 「1-8地層処分の 「大義名分」を明
確にすることについて(4点)」となる。
このように、提供側および取得側 間において、項





ると、「極めて重要」か ら 「あ ま り重 要でない」 と
幅広 く捉 えてお り、重要性が高 い項 目が明確であ
る。上記 回答者は、表一1に示す とお り、HLW処分
に対 しての素養 を持つ行政 と、原子力やHLW処分
についての見識 や経験 を持つ学識経験者であるた







各立場 による重要性の程度に極端 な差が見 られず、
重要性 を認識する程度の違 いはわずかである。 ま
た、上記回答者は、表一1に示すとお り、農業 関係
者や自営業者、スポーッ選手等であ り、提供側に比
べ ると特に専門性 を有 してい るわけではな く、項




2008)によって東洋 町の事例 において主要 な論点
とされている 「1処分事業 」、「5.安全性」、「6.地
域 共生の取 り組み」、「7応募」、「8,知識普及 ・理
解」お よび 「10.情報提供」 の6項 目をみると、提
供側(表 一2)は、「1処分事業」 を除いた 「5.安全
性 」、「6.地域共生の取 り組 み」、「7.応募」、「8.知
識普及 ・理解」および 「10情報提供」の5項 目は、
「極 めて重要」と考えられていなかった。これよ り、
HLW処分の体制に関わ って くる 「1処分事業」 に








とお り 「1-1処分施設建設 までに至る選定手川頁につ
いて」、「1-10国民等 か らの意見 を反映す る方法に
ついて」等、5個の内容があげられる。
一方、取得側が重要視す る内容をみると、表一3




また、表一3に示す とお り、提供側お よび取得側
問において認識が共通する内容は30個であ り、 こ






が大 きい 「8.知識普及 ・理解」は、項 目レベル(表
一2)では認識の違いがあ ったが、内容 レベル(表































H総 隈 警 でに至る齪 手風 また掛 年から拓 年搬 のモラトリラム(猶予σ)糊間を設定す 2 0
H咽 謄 勲 縛 縣 麗 する方法に関して・国はプ゜セスを示し実践すること・また国民と　緒に作り 1 0
陸喀 錯 霧 翫 魏 灘!こ動 艦 警 塞悪野 ることが颯 原肋 蘇 の大局的方針1こつし姻 民
2 0
を2聡類騰 騨費踊灘耽繰遇護雛羊麟 縣欝轟騨鶴総寸金等のメリット'デ 2 0






1-8地層処分の 「大義名分」を明確にすることが必要。 0 4
1-7現在の高 レベル放射1生廃棄物処分に関する政策は、都市と地方の格差の縮図であるとの懸念。 0 3
卜際 鎌 凝 聖麓 麟 汐して・鯉 の公無 松 平への拠 科学的知見を反映させ検討を可能とす 0 2
3-1地下施設 のた め、盗堀、誤って掘る リスク等 の懸念。 0 3
5-1長期安全性の確保、安全についての国の関与が必要。 0 1
餅4関心が高い技術的課題に関して地域との共同の意思決定を行うことが必要。 0 2
傷携 聾 舞 繋 離螺 職 饗墜 蝶 兜騨 垢銑 肇旗 た齢 の場の確保が瓶 さらに問題撒 0 1
9-6何をもって合意形成とするのカ＼ 明確にすることが必巽 そして合理的判断を行 うことが必要。 0 1

































←2瞭鵯 璽騰 鯉 醗 繋 を勘案すると覗 角孕から・糖 した文醐 査による不翻 な繊 の特定' 5 7
5型 灘 轡 観 の限界を酬 することが必巽 滅 放射能は肌 込めることができなレ照 まな噂 6 7
6-3周辺市町村、関係都道府県の地域構造にも関係することに留意すべき。 2 3
B轡 薄 騎魏舗黎鰭製鹸募筋蘭露ろ鞭製壁鱒器騨せず1こ鵬できる 2 5







形繍 騰 擶 鍵 翠与(利害関瀦 との独立)・地域'甑の撒 透明肋 確 3 1
10-4研究成果、研究施設、研究開発についての現状を理解しておくことが必要。専門家による説明責任が必
要。 1 1



















2-4電源別CO2捌出量や温暖化防止等についての現状を理解 しておくことが必要。 0 0
2-7原子力防災の確立が必要。 0 0
4-1操業か ら閉鎖までの長期管理の構築、テロ等に対 しての危機管理の対策が必要, 0 0
5-3高レベル放身轍 廃 稟物を 「資源」と考え侵入者があらわれる可能性への懸念。 0 0
6-1まちづくりと 体に考えることや、具体的に共生の内容を検討することが必要。 0 0
7-1公募や国からの申し入れについての是非。 0 0
9-1市民参加、地域の合意形成の重要性、また住民の意見の反映等が行われるのかとの懸念。 0 0
9-5検討に取 り組むことで、推進派もしくは反対派による威圧的な行動 ・言動がみられるため対策が必要。 0 0
10弓処分場所の記録、その記録の管理の方法についての懸念。 0 0
※11項目と内容(45個)の 対応 は、1処 分事業(1-1～1-11)、2発生 と処分(2-1～2-7)、3.処分場 の構成(3-1)、4地層処 分の進 め方




の項 目中の最 も重要視する内容は同 じであることが
不 された。
4.3情報提供側 ・取得側からみる項目間の影響関係
本調査では、項 目が直接的に他の どの項 目に対 し
どの程度影響 を与えているか、影響の強 さを 「強」
「中」「弱」の3段 階で回答 してもらい、DEMATEL
法圧6♪を行 った。この結果を基に、D:そ の項 目が
他の項目に与えてい る影響の総和、R:そ の項 目が
他の項 目か ら受 けている影響の総和 とす る。 ここ
で、「D+R」の値 は影響 を与 えるにせ よ受 けるに
せよ、その項 目が他の項目との問に持つ関係の大小
を意味することか ら 「関連度」と定義する。 また 「D















す とお り、「3.処分事業の構成」および 「6地域共
生の取 り組み」 を除いた9項 目は、影響 ・被影響が
ともに高い項 目と考えられている。 しか し、影響の
強さに注 目すると、弱い影響のみがみ られる。その
中でも双方向に弱い影響がみられるのが、「4地層
処分の進め方」 と 「5安全性」の項 目間 となる。
(2)情報取得側 の項 目間の影響関係
影響度および関連度についてみる と、図一2に示
すとお り、影響 ・被影響 ともに高い項 目は 「5安全
性」および 「10情報提供」、影響を受ける項 目は 「3.
処分場の構成」お よび 「4地層処分の進 め方」、影
響を与える項 目は 「8知識普及・理解」お よび 「9.合
意形成」 と考えられている。次に、影響 の強い項目
をみると、双方 向の影響はみられないが、「5安全





供側(図 一1)は9項 目間で関連 して一様 に弱いの
に対 し、取得側(図 一2)は11項目間で関連 して強
弱がみ られる。このように、提供側および取得側間
の影響 関係が異なる場合、提供側がその異なる影響
















































































Q 01処分場の構成02 03 04 05 06 07 08 09 10
D-R(影響 度)





























































































、 魑 鞠 一～





























の3項 目に強い影響を与 えてお り、「5.安全性」 を
認識す ることで上記3項 目の認識 を高め得ると考
え られている。
以上 より、提供側は、取得側の影響関係を考慮す
ることに留意し、各項 目間のつなが りを意識 し項 目
を断片的にではなく有機的に情報提供することが必
要であったと考えられる。






















今後、HLW処分の議論 を行 う前 に、HLW処分の
現状および問題点に対する重要性お よび重要視する











注1)抽 出 ・整理 につ い て は 、研 究協 力者 、 原子 力 専 攻
の学 生(博 士 後 期 課 程2名)に 設 定 した 分 類 、 ま
た 内容 で 問 題 な い か判 断 して も らい 最 終 決 定 と
した。
注2)資 源 エ ネル ギ ー庁 、NUMO主 催 の議 論 の 場(シ ン
ポ ジ ウム、座 談 会 お よび フ ォー ラ ム)の 開催 初 年
度か ら2013年度 調査 時点 まで を対 象 と した 。
注3)項 目名等 の 設定 は、 上記 主 催の 議論 の 場 で 配布 さ
れ る資料 、 既 存 研 究(根 本 、1977、高 橋 、2005)、
原子 力 白書(2010)を参考 に設 定 した。 な お 、研
究協力 者、 原子 力 専攻 の学 生(博 士前 期課 程2名 、
後期 課程2名)に 設 定 した項 目で問 題 な い か判 断
して も らい、 最終 決 定 と した。
注4)高 知県 東洋 町 の事 例 に関 する文献 等(田 嶋 、2008、
堀井 、2012、原田 、2007)、(末田.HP)を参 考 に 、
対象 者 を抽 出 した。 これ を高知 県東 洋 町 の 事 例 に
深 く関 わ った ス テ ー ク ホル ダー1名 、 また 研 究協
力者 に精査 して も らい 、最終決定 とした。
注5)1章 にお い て整 理 した とお り、産 業 界 は 電 力 事 業
者 、そ の他 事業 者 を指 して いる。情 報 提 供 側 お よ
び情 報取 得側 と グル ー プ分 けす る場合 、 例 えば 回
答 者が 電力 事 業 者 で あ れば情 報提 供者 側 、 そ の 他
事 業者 で あれ ば情 報 取得 側 と分 け られ る。 本 調 査
の回答 者 は、 そ の 他事 業 者 であ った こ と か ら、 情
報取 得側 に分類 した。
注6)DEMATEL法 で は、 分 析 結 果が最 終 的 に 問 題 構 造
モデ ル と して表 現 で きるが 、モ デル は各 問題 問 を
節 点 と して、 節 点 を結ぶ 枝 に対応 させ た有 向 グ ラ
フ で行 列 演 算 の 手 法 を 用 い、 そ の演 算 で 得 られ
た直接 影響 行 列 と間 接影 響 行列 を加 え て総 合 影 響
行列 を得 ら れ る。 詳 し くは、 参 考 文 献13)椹 木
(1981)を参照 。
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